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●収　入 （主な減少要因）４月からの料金値下げ、総販売電力量の減少（△０．５％）

●費　用 （主な増加要因）発電所定期検査完了ユニットの増加により修繕費が増加、
　　　　　　　　　　　　　　　　　  原油価格の高騰により燃料費が増加
　　　　　　　 （主な減少要因）資本費（減価償却費、支払利息）や購入電力料の減少

●経常利益　　収入減の影響が大きく、減益に

●収　入　　 電気事業では、料金値下げにより大幅に減少
　　　　　　　　　 情報通信事業、その他の事業ともに増加

●費　用　 電気事業、情報通信事業、その他の事業ともに営業費用増加

●経常利益　　電気事業における収入減が大きく、全体で減益に

平成17年度中間決算のポイント

 ■　連結決算：減収・減益

 ■　単独決算：減収・減益

情報通信・その他の事業は売上増も、電気事業における料金値下げによる減収の影響

が大きく、連結売上高では減収に。連結営業利益・連結経常利益は減益だが、連結中間

純利益は前年同期に計上した特別損失の反動で増益に。

平成17年度中間期連結決算は、減収・減益となりました。

・まず、収入面においては、グループ事業において各分野とも売上を伸ばしたもの
の、

電気事業における料金値下げの影響が大きく、連結売上高は減収となりました。

・費用面では、資本費や諸経費の削減に努めたものの、

原油価格の高騰による影響や修繕費の増加などにより、連結ベースでは費用が増
加しました。

その結果、連結営業利益は減益となりました。

・連結経常利益は、営業利益の減少により減益も、連結中間純利益は、前年同期
に計上した特別損失の反動で増益となりました。
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単独決算　主要諸元データ

H16中間 増減H17中間

△1109為替レ－ト（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$）

＋16.353.1全日本原油CIF価格（$/b）

△16.690.6出水率（％）

＋3.874.1原子力利用率（％）

＋2
△6

233
510

△4743販売電力量（億kWh） （  99.5）

（101.0）

（  98.9）

110

36.8

107.2

70.3

230
516

746（105.1）

（107.3）

（104.1）

電灯（億kWh）
電力（億kWh）

（対前年同期比,％）

単独決算の主要な諸元については資料のとおりです。

・総販売電力量は、記録的な猛暑であった昨年に比べて冷房需要が減少し、対
前年比９９．５％の７４３億ｋＷｈとなりました。

・原子力利用率については、美浜発電所３号機の事故で８月以降全てのユニッ
トを順次停止していた昨年に比べ、３．８ポイント上昇の７４．１％となりました。

・また、水力発電所の利用率を表す「出水率」は、前年に比べて降水量が少なかっ
たことから減少し、９０．６％となりました。

・全日本原油ＣＩＦ価格については、原油価格高騰の影響により１バレル当たり５
３．１ドルと、前年に比べて１６ドルの大幅な上昇となりました。

・為替レートについては、前年とほぼ同じ１ドル当たり１０９円となりました。
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単独損益計算書

（単位：億円）

H17中間 増減額 増減説明

経常収益合計 12,026 △580

経常費用合計 10,406 +120

中間経常利益 1,619 △701

　渇水準備金引当又は取崩し △52 △80  出水率　107.2％→90.6％

税引前中間純利益 1,672 △373

中間純利益 1,051 △228

５ページに記載

　

　電灯電力料収入

　その他

11,554

472

△505

△75

 販売電力量の減少による減 △約60
 平均単価の減少による減 △約450　

 

有価証券売却益　△63

H16中間

12,607

10,285

2,321

28

2,045

1,280

12,059

547

　特別損失 － △246  減損損失　△246246

（料金改定影響　△550）

単独の損益計算書について、ご説明いたします。

・総販売電力量が前年度に比べて減少したことや電気料金値下げの影響で、電
灯・電力料収入は５０５億円減少いたしました。

その他、有価証券売却益の減少などにより、経常収益は前年度と比べて５８０億
円減少いたしました。

・一方、経常費用は１２０億円の増加となりました。（増減の内訳につきましては、
次ページをご参照ください。）

・以上の結果、経常利益は１，６１９億円と７０１億円の減益となりました。

・税引前中間純利益は、渇水準備引当金を取崩した結果、１，６７２億円となり、
法人税等を差し引いた中間純利益は１，０５１億円と前年同期に比べて、２２８億
円の減益となりました。

※渇水準備引当金

　　　渇水時は水力発電電力量が減少することから、燃料費の増加に備えて、豊

　　　水時に費用を引当てておくもの。
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経常費用（単独）の増減内訳
（単位：億円）

H17中間 増減額 増減説明

経常費用合計 10,406 +120

　人件費

　　

　燃料費

　

　修繕費

　

　公租公課

　減価償却費

　購入電力料

　支払利息

　

　その他

1,361

1,312

963

806

1,678

1,916

306

2,061

△85

＋59

+297

△9

△66

△180

△97

+203

退職給与金 △97

　火力燃料費 ＋50
　原子燃料費 ＋  8

原子力 ＋186、火力 ＋60

原子力 △42、火力 △41

地帯間購入電力料 △166、他社購入電力料 △14

有利子負債残高の減少 △43、利率の低下△31

使用済燃料再処理等費 ＋126

H16中間

10,285
1,446

1,253

666

816

1,744

2,097

404

1,857

販売電力量の減少による減 △20
渇水による増　＋70
原子力発電所の利用率向上による減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △90
購入電力量の減少による増 ＋10
円高 △10、原油高 ＋190
その他 △100

　経常費用の増減内訳については資料のとおりです。

・人件費については、年金制度の改正に伴い、当期の勤務に対応する退職給付費
用が減少したことや、マイナスの過去勤務債務の発生によりその当期償却額を計上
したこと、数理計算上の差異などにより退職給与金が９７億円減少しています。

・燃料費については、原子力利用率の向上や販売電力量の減少などの減少要因
があったものの、原油価格の高騰による影響が大きく、火力燃料費が５０億円増加し
ています。

・修繕費については、原子力発電所や火力発電所の定期検査完了台数が、　　前
年同期よりも多かったことなどにより、２９７億円の増加となりました。

・ 減価償却費や支払利息といった資本費については、資産のスリム化や財務体質
の改善により、着実に減少しています。

・購入電力料については、一部の購入契約で基本料金が下がったことなどにより、
前年同期に比べて１８０億円の減少となりました。

・その他、バックエンド新法施行による計上方法の変更などにより、使用済燃料再処
理等費が前年同期に比べて１2６億円増加しています。
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単独貸借対照表

（単位：億円）

資　本

負　債

増減額 増減説明H17/9末

+67963,625資　産

H17/3末

62,946

減価償却による減　△1,695

設備投資による増　＋732

長期投資の増　＋446

現預金の増　＋917

△21147,873 48,084
有利子負債の減　△755

引当金の増　＋422

＋89015,752 14,861
中間純利益による増　＋1,051

自己株取得による減　△177

20

単独の貸借対照表について、ご説明いたします。

・資産につきましては、設備投資を減価償却費を大きく下回る投資額に抑え、固
定資産の圧縮に努めました。

一方、原子力バックエンドの外部拠出など下期の資金需要に備えた資金調達を
実施したことにより現預金が前年度末に比べて増加した結果、総資産は６兆３，
６２５億円と、前年度末に比べて６７９億円の増加となりました。

なお、原子力バックエンドの外部拠出の積立期間については、７年の積立てを
申請する予定です。

・負債につきましては、フリーキャッシュフローを有利子負債の削減に充当した
結果、前年度末から７５５億円削減することができました。

また、使用済燃料再処理等引当金など、引当金が前年度末に比べて４２２億円
の増加となった結果、負債合計は４兆７，８７３億円と前年度末に比べて２１１億
円の減少となりました。

・資本につきましては、配当金の支払や自己株式の買受けを実施したことによる
減少はあったものの、中間純利益１，０５１億円の計上により、前年度末に比べて
８９０億円増加の１兆５，７５２億円となりました。
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連結キャッシュ・フロ－計算書
（単位：億円）

H17中間 増減額 増減説明

営業活動ＣＦ

投資活動ＣＦ

財務活動ＣＦ

ネットＣＦの増減額

3,271

△1,539

＋380

△171

△1,001

＋731

+720

+928

・電灯電力料収入の減少　△380

・関係会社再編による支出の減少　＋500

・法人税等の支払額の減少　＋133

・利息の支払額の減少　＋122

・保有有価証券の売却
　　　　　による収入の減少　△127

・有利子負債削減額の減少　＋806
　（H16中：△1,390→H17中△584）

H16中間

2,891

△1,368

△1,721

△196

（ ＦＣＦ ） （1,732） （＋209）（1,523）

次に、連結キャッシュ･フロー計算書について、ご説明いたします。

・営業活動によるキャッシュ･フローについては、電気料金値下げによる減収があっ
たものの、昨年１０月に実施した関係会社の再編を行ったことに伴う退職金等の
清算による一時的な支出が減少したことなどにより、前年同期に比べて３８０億
円増加の３，２７１億円となりました。

・投資活動によるキャッシュ･フローについては、前年同期に保有有価証券の一
部を売却したことによる収入が減少したことなどから、１，５３９億円と前年同期に
比べて１７１億円の支出の増加となりました。

・上記により創出したフリー･キャッシュ･フロー１，７３２億円を、有利子負債の削
減や自己株式の取得に充当した結果、財務活動によるキャッシュ･フローは、前
年度に比べて支出が７２０億円減少し、１，００１億円の支出となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物（ネット･キャッシュ･フロー）の当期増減額
は、プラス９２８億円となっています。
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決算概要（連結・単独）
（単位：億円）

連単倍率単独連結

H16中間H17中間対前同H17中間対前同H17中間

23.6%24.8%24.0%25.2%株主資本比率

△755
(97.6%)

30,892△584
(98.3%)

34,314有利子負債

＋679
(101.1%)

63,625＋714
(101.0%)

69,293総資産

0.561.04△228
(82.1%)

1,051＋381
(153.6%)

1,093中間純利益

1.031.06△701
(69.8%)

1,619△669
(71.9%)

1,709中間経常利益

1.021.06△702
(74.0%)

1,999△616
(77.5%)

2,127営業利益

1.061.07△513
(95.9%)

11,967△455
(96.6%)

12,768売上高

（注）「対前同」は、損益計算書項目は対前年同期との差（比）、貸借対照表項目は対前年度末との差（比）、
　　　株主資本比率は前年度末の数値を表す。

この表では、連結、単独の中間決算実績の主な項目と、連短倍率を記載してい
ます。

・連結数値を単独数値で割りました連単倍率はほぼ１倍と、当社の連結決

  算では単独の規模、影響が大きいと言えます。

・売上高、営業利益、経常利益、中間純利益と、全ての連単倍率が「１」を上回り、
また前年同期と比べて倍率も伸びております。

これは、グループ事業における販売拡大と、関係会社再編による収支改善など
によるものであります。

・また、有利子負債の削減や中間純利益の計上などの結果、株主資本比率は
連結、単独ともに前年度末に比べて１．２ポイント向上しています。
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平成17年度　通期収支見通し（連結・単独）
（単位：億円）

連結

今回予想
（11/7）

年初予想
（5/10） 増減

単独

25,000 ＋500
（+ 2.0%）

23,200 22,700 ＋500
（+ 2.2%）売上高

2,000 ＋100
（+ 5.3%）

1,800 ＋100
（+ 5.9%）経常利益

1,250 ＋50
（+ 4.2%）

1,130 1,080 ＋50
（+ 4.6%）当期純利益

今回予想
（11/7）

年初予想
（5/10） 増減

24,500

1,900

1,200

2,750 ＋100
（+ 3.8%）

2,500 2,400 ＋100
（＋4.2%）営業利益 2,650

1,700

販売電力量（億kWh）

電灯（億ｋＷｈ）
電力（億ｋＷｈ）

原子力利用率（%）

出水率（%）

全日本原油CIF価格（$/b）

為替ﾚｰﾄ（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$）

今回前提（11/7）

1,426
471
955
75.1
94.2

56程度
112程度

年初前提（5/10）

1,406
459
947
76.9

100.0
45程度

110程度

増減

＋20
＋12
＋8
△1.8
△5.8

＋11程度
＋2程度

　　次に、平成１７年度通期の収支見通しについて、ご説明いたします。

　今回、中間決算の実績を踏まえて、売上高、利益ともに今年５月にお示しした

数字から、上方修正しています。

　 収支予想の前提については、販売電力量を２０億ｋWh増の１，４２６億ｋWh、
原子力利用率を１．８ポイント減少の７５．１％、出水率を５．８ポイント減少の９４．

２％、原油ＣＩＦ価格を１１ドル増加の５６ドル程度、為替レートを２円　円安の１１２

円程度にそれぞれ見直しています。

　 その結果、通期の収支見通しについては、連結、単独ともに、売上高で５００

億円の増加、営業利益と経常利益で１００億円の増加、当期純利益で５０億円の

増加をそれぞれ見込んでいます。
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連結収支見通しの差額説明

今回予想
(11/7)

年初予想
(5/10) 増減 差額説明

H16年度
実績

売上高 25,000 24,500 ＋500
(+2.0%)

販売電力量の増　＋320
燃料費調整額の増　+70

26,134

経常利益 2,000 1,900 ＋100
(+5.3%)

販売電力量の増　＋200

燃料費調整額の増　＋70

その他費用の減　＋250

原油価格高騰による燃料費増　△330

原子力利用率の低下　△90

2,978

当期純利益 1,250 1,200 +  50
(+4.2%) 697

（単位：億円）

　続きまして、連結業績予想の前回予想との差額について、その内訳をご

説明いたします。

　売上高については、販売電力量の増加や上期の原油高による燃料費調整

額などにより、電気事業で前回発表予想と比べて５００億円増加の２兆５，

０００億円と見込んでおります。

　経常利益につきましては、前回発表予想と比べて、１００億円増加の２，

０００億円と見込んでおります。

これは、売上高が増加するものの、原油価格の高騰や原子力利用率の低下

により燃料費が増加することなどによるものであります。

　この結果、当期純利益は、５０億円増加の１，２５０億円と見込んでお

ります。
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グループ事業の中間決算概要
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グループ事業の決算概要

グループ事業
　　全体※１

外販売上高

経常利益

H17中間 増減説明

（単位：億円）

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

総合
エネルギー※２

生活
アメニティ

情報通信

※１　本表の数値は、連結決算上の相殺消去等を行う前の、各社実績を単純合計した数値である。

※２　ガス事業、燃料販売事業（附帯事業）を含む。

外販売上高

経常利益

グループサポート
他

増減額

・エネルギー販売の増

・ＦＴＴＨ顧客の増

974

　　118

　　144

　　△9

　　170

　　39

　363

　　0.8

　　　＋94

　　＋93

　　＋36

△3

　　＋10

＋2

＋47

　　△6

　296

　　87

＋1

　　＋100

H16中間

880

　　24

　　108

　　△6

　　160

　　36

　315

　　7

　295

　　△13

　　　　　　（経常利益は持分法適用会社の持分相当額を算入）

・生活関連サービスの売上増

・FTTH販促費用の増

・再編による収支改善
・関電向け売上の増

続きまして、グループ事業の中間決算の概要についてご説明いたします。なお、
以下ご説明する数値は、連結決算上の相殺消去等を行う前の、各社実績の単
純合計値であり、連結決算のセグメント別の数値とは必ずしも一致いたしません
ので、ご留意ください。

平成１７年度中間期実績は、グループ事業全体としては前年同期に比べて増収・
増益となりました。ポイントは以下のとおりです。

・外販売上高については、総合エネルギー分野でエネルギー販売量が増加し
たこと、また情報通信分野でＦＴＴＨ顧客が増加したことなどから、前年同期から
９４億円増の９７４億円となりました。

・経常利益については、情報通信分野でＦＴＴＨの販促費用等が増加したため
減益になったものの、グループサポート分野で、グループ事業再編による収支
改善効果もあって大幅に増益となったことなどから、前年同期を９３億円上回り１
１８億円の黒字となりました。
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ケイ･オプティコムの決算概要

（単位：億円）

　　285

△3

個人向けサービス
（中間期末回線数） 　　 44.2万件

　　 30.4万件

企業向けサービス
（中間期末回線数）

　1.86万件

うちＦＴＴＨ

外販売上高

経常利益

H17中間 増減説明増減

＋43

△4

＋14.8万件

＋16.9万件

＋0.76万件

・ＦＴＴＨ販促費用の増
・コールセンター費用の増

・ＦＴＴＨ顧客の増　　242

0

　　 29.4万件

13.5万件

1.10万件

H16中間

※　移動体通信事業者向け回線受託を含む(H17経営計画から織り込み）

※

ケイ・オプティコムの平成１7年度中間決算の概要についてですが、前年同期に
比べて増収・減益となりました。ポイントは以下のとおりです。

・外販売上高については、ＦＴＴＨの顧客獲得が進んだことなどにより、前年同期
から４３億円増の２８５億円となりました。

・経常収支については、競争の激化に伴いＦＴＴＨ販売促進による費用が増加
したほか、ＦＴＴＨの大幅な申込増に対応するため、コールセンターの体制強化
のための費用が増加したことなどから、前年同期を４億円下回り、　　３億円の赤
字となりました。

・回線数につきましては、記載のとおりでありますが、とりわけＦＴＴＨにつきまし
ては、昨年９月から積極的な販売活動を展開してきた結果、本中間期末で３０．
４万回線と大幅に増加しており、顧客基盤の拡充を図る点から非常に大きな効
果があったと評価しています。
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グループ事業
　　全体※１

外販売上高

経常利益

今回予想
（11/7） 増減説明

（単位：億円）

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

総合
エネルギー※２

生活
アメニティ

情報通信

※１　本表の数値は、連結決算上の相殺消去等を行う前の、各社実績を単純合計した数値である。

※２　ガス事業、燃料販売事業（附帯事業）を含む。

外販売上高

経常利益

グループサポート
他

増減額

・エネルギー販売の増

・不動産事業のコスト減

・関電向け売上の増

グループ事業の通期収支見通し

2,100

　　217

　　294

　　△18

　　343

　　63

　750

　　3

　　　△30

　　＋5

　　＋35

△12

　　＋1

＋15

△61

　　△35

　711

　　168

△6

　　＋38

年初予想
（5/10)

2,130

　　212

　　258

　　△5

　　342

　　48

　811

　　39

　717

　　129

　　　　　　（経常利益は持分法適用会社の持分相当額を算入）

・原料費の増

・ＦＴＴＨ顧客の減（工事遅延）
・光放送エリア拡大遅延

・ＦＴＴＨ販促費用の増

平成１７年度のグループ事業の通期収支見通しですが、年初予想に比べて減
収・増益を見込んでおります。ポイントは以下のとおりです。

・外販売上高については、総合エネルギー分野で、エネルギー販売量の増加に
より増収となるものの、情報通信分野において、ケイ・オプティコムのＦＴＴＨの顧
客獲得数が年初よりも減少することや、ケイ・キャットの光放送エリア拡大遅延に
伴って、減収が予想されますことから、年初予想から３０億円減少して２１００億円
程度を見込んでおります。

・経常利益については、情報通信分野で減益となるものの、グループサポート分
野において、関電向けの売上が増加し増益になることなどから、年初予想から
若干増の２１７億円を見込んでおります。
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ケイ･オプティコムの通期収支見通し

（単位：億円）

　　579

1

個人向けサービス
（年度末回線数） 　　 52万件

　　 39万件

企業向けサービス
（年度末回線数）

　2.0万件

うちＦＴＴＨ

外販売上高

経常利益

今回予想
（11/7） 増減説明増減

△23

△29

△6万件

△4万件

±0万件

・コールセンター費用の増
・ＦＴＴＨ販促費用の増

・ＦＴＴＨ顧客の減（工事遅延）

年初予想
（5/10)

　　602

30

　　 58万件

　　 43万件

　　2.0万件

ケイオプティコムの平成１７年度通期収支見通しですが、年初予想に比べて、減
収・減益を見込んでおります。

・外販売上高については、ＦＴＴＨサービスについて、工事遅延に伴うサービス
インの遅れにより、年度末回線数は年初予想より4万件下回って３９万件となる見
込みであることなどから、年初予想から２３億円減の５７９億円を見込んでおりま
す。

・経常利益については、収入が減少することに加えて、費用面でも、中間期にコー
ルセンターの体制強化のための費用が一時的に増加し、また、大幅引下げを見
込んでいたFTTHの販促費用が競争の激化に伴い当初想定よりも増加したこと
などから、年初予想から２９億円減の１億円の黒字を見込んでおります。

なお、ＦＴＴＨ以外の回線数の見通しにつきましては、記載のとおりであります。
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参考資料
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各事業における販売状況

H17/9末 H16/9末

電気温水器等深夜電力契約口数 640千口 566千口

企業向けサービス 1.86万件 1.10万件

H17/3末

592千口

1.22万件

ガス・重油販売量
（ＬＮＧ換算）

約30万ｔ 約25万ｔ約50万ｔ

うちＦＴＴＨサービス 30.4万件 13.5万件22.4万件

家庭向けサービス 44.2万件 29.4万件37.3万件

総　合
ｴﾈﾙｷﾞｰ

情報通信

電　気

目 標

H19年度末に
1,000千口

H17年度末に
2.0万件

H17年度に
50万ｔ以上

H17年度末に
39万件

H17年度末に
52万件

※平成17年度より移動体通信事業者向け回線受託を含む

全電化住宅獲得件数 49千件 41千件86千件 H16～18年度
累計 300千件

業務用複合電化システム獲得件数 1.1千件 0.9千件2.0千件 H16～18年度
累計 7千件

※
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セグメント別決算概要

（単位：億円）

電気事業
情報

通信事業
その他
事業

合計 相殺消去 連結ベース

売上高

営業利益

資産

減価償却費

設備投資額

11,809
（△549）

2,014
（△698）

586
（+55）

1,622
（+156）

12
（△7）

63,565
（＋484）

88
（+96）

2,850
（+119）

1,678
（△66）

715
（△105）

14,018
（△337）

4,963
（＋255）

2,115
（△609）

194
（+7）

322
（+158）

120
（+14）

113
（△68）

71,379
（＋859）

△1,250
（△117）

12,768
（△455）

1,993
（△44）

1,150
（△15）

12
（△6）

2,127
（△616）

△2,085
（△144）

69,293
（＋714）

△29
（±0）

1,964
（△43）

△33
（△23）

1,117
（△38）

＊（　）内は、損益計算書項目は対前年同期比、貸借対照表項目は対前年度末比を表す。

外販売上高
11,764
（△547）

359
（+45）

644
（＋46）

12,768
（△455） － －
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セグメント別通期収支見通し

（単位：億円）

電気事業

情報通信事業

その他の事業

合計

相殺消去

連結ベース

22,400 2,420 ＋100

1,300 60 △30

3,200 140 ＋40

26,900 2,620 ＋110

△2,400 30 △10

24,500 2,650 ＋100

売上高 営業利益

年初予想
（5/10）

年初予想
（5/10） 増減額

22,900

1,250

3,400

27,550

△2,550

25,000

今回予想
（11/7）

2,520

30

180

2,730

20

2,750

今回予想
（11/7）増減額

＋500

△50

＋200

＋650

△150

＋500
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Ｃ　　Ｐ

有利子負債の削減（単独）

有利子負債

期末利率（％）

買入消却　　  △ 74

　計　　　　  　△346 

14,167

30,892

 －

1.85

H17/9末

（単位：億円）

（雑損失)　   7

　計　 　  22

13,741

31,647

680

1.86 

H17/3末

＋426
（＋800、△374）

△755

△0.01

増減額

借入金 繰上返済　 　△27216,724  （支払利息） 1417,226 △501

長期借入金 15,045 15,547 △501
（＋331、△833）

短期借入金 1,678 1,678 －

実施額（元本） 手数料

（再掲）H17中間 期限前弁済

      △680
（＋1,890、△2,570）

社　　債

※（　）内の、＋は新規調達、△は償還、返済
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　ご質問・お問い合わせ等は、下記までお願いします。

　　担　　当： ＩＲチーム　 谷口、岡野、平田

　　電話番号：０６－７５０１－０３１５
　　　　　　　０５０－７１０４－１８１８（谷口）
　　　　　　　０５０－７１０４－１８１２（岡野）
              ０５０ー７１０４－１８１５（平田）

　　Ｆ Ａ Ｘ：０６－６４４７－７１７４

　　e - mail： taniguchi.hideaki@a2.kepco.co.jp（谷口）
　　　 　      okano.ryuji@e3.kepco.co.jp　　　（岡野）
               hirata.soichiro@a5.kepco.co.jp　（平田）

　当資料は、投資家判断の参考となる情報提供のみを目的として作成したもの

であり、投資勧誘を目的としたものではありません。投資に関する最終決定は、

投資家ご自身のご判断において行われるようお願いいたします。

　また、内容については細心の注意を払い掲載をいたしておりますが、掲載した

情報に誤りがあった場合、当社は一切責任を負うものではありませんのでご了

承ください。


